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立体　KPT3D 
 
立体化　42 
斜面幅　3 
角度0～4 
金属的な質感　80％ 
複雑さ　30％ 
白ポイント　100％ 
黒ポイント　80％ 

技術（工法）の概要 

Ａ 工 法  Ｂ 工 法  落 差 工 法  
　ボックスカルバートにブラケッ

トを取付け、ブラケットを介してボッ

クスカルバートを台車に載せ、移

動運搬・据付けを行う工法。 

　ボックスカルバートを直接台車

に載せ、移動運搬・据付けを行う

工法。 

　縦断計画上に落差を設ける函路

施工において、ボックスカルバー

トに上下部ブラケットを取付け、

補助ジャッキを設けた台車に載せ、

落差部の移動運搬・据付けを行う

工法。 

 工法種別 ｂ ｂ1 ｈ ｈ1 

 Ａ工法 400以上 ― 200以上 ― 

 Ｂ工法 200以上 300以上 200以上 250(280) 

 落差工法 600以上 ― 200以上 150

単位（mm） 記号の説明 

ｂ ：製品外面より土留矢板表面等側方の障害物までの間隔 
ｂ１ ：Ｂ工法で台車設置に必要な幅 
ｈ ：製品上床版天端より切梁下面等の上方障害物までの間隔

（落差工法においては、施工時の間隔） 
ｈ１ ：Ｂ工法における基礎凸部の高さ（（　）内数値は、30t

台車使用時）、または落差工法におけるレール基礎と製
品下端までの間隔 

　ＢＣＣＳ（Box Culvert Carriage System）工法は、従来クレーン等の大型機械を使用していたプレ

キャストボックスカルバート（以下、「ボックスカルバート」という。）の敷設工法に代わり、新たに開発

した自走式台車を使用して、ボックスカルバートを発進ヤードから移動運搬し敷設する工法です。狭隘な上

空制限や施工ヤード等といった施工上制限がある場所においても、安全かつ容易に敷設作業が行えるととも

に、上下調整機構とスライド機構により高い精度の据付けを可能にします。なお、本工法は平成８年３月に

（財）国土開発技術研究センター（現（財）国土技術研究センター）の「民間開発建設技術の技術審査・証

明事業による一般土木工法・技術審査証明要領」に基づき確認され、その後、従前の確認事項を踏まえ、施

工実績を積み重ねる中で、製品の大型化と函路縦断計画上に落差工を設ける施工への対応を可能とすべく、

発展的に改良した工法技術です。 

困難な施工条件にも対応する新世代の工法 困難な施工条件にも対応する新世代の工法 

　ＢＣＣＳ工法は、敷設する現場の条件により３種類に分類されます。 

従来工法（クレーン敷設） BCCS工法 



技術（工法）の特徴 

技術審査の結果の概要 

クレーンによる据付作業が困難な場所でもスムーズな施工が可能 

安全で確実な施工 

高い施工精度を容易に確保 

1.狭隘な施工空間での確実な施工 

2.施工精度の容易な確保 

狭隘な空間での実施工 

基　準　高　管　理 法　　線　　管　　理 

勾配走行試験 曲線走行試験 落差工法試験施工 

困難な施工条件にも対応する新世代の工法 

　民家が密集した市街地や高架橋の下等、クレーンによる据付作業が不可能あるいは困難
な場所でも、荷卸し地点からボックスカルバートを台車に載せ移動運搬するので、スムーズ
な据付け作業が可能である。 

　荷卸し地点でボックスカルバートを台車に載せ移動運搬して据付ける簡易な作業を繰り
返すため、従来工法と比較し、重量物を取り扱うクレーン作業での危険性や段取り換えで生
じる人的要因ミスなどが最小限に抑えられ、安全性の高い確実な施工が行える。 

　据付け作業は油圧式上下調整機構とスライド機構で上下左右方向の微調整を行うので、
高い施工精度が確保できる。 

　敷設作業において、施工空間に制約があるなか、確実な施工ができることが数値解析、計測データ、
走行試験、実施工実績等により認められました。 

　所定の出来形精度が充分に確保できることが実施工における管理データ（基準高・法線）より認めら
れました。 



依頼者 

水谷建設工業株式会社 〒８２５-０００１　福岡県田川市大字伊加利2193

技術内容及び報告書の入手に関するお問合せ先 

法 人 名　水谷建設工業株式会社 
部  　署　技術課 
住　  所　〒８２５-０００１　福岡県田川市大字伊加利2193 

T E L　0947-44-2111　　　F A X　0947-45-9439

報告書（技術審査の詳細）の入手を希望される方は下記までお問合せ下さい。 

本概要書は、財団法人国土技術研究センター（JICE）が行った「建設技術審査証明事業（一般土木工法）」の結果を、広く関係各位に紹介する目的で作成したものであります。 

技術（工法）の適用範囲 

財団法人国土技術研究センター（JICE）　http://www.jice.or.jp/

建設技術審査証明協議会　http://www.jacic.or.jp/sinsa/

※ｂ/ｈ：製品を台車上で支持する運搬方向の支点間隔と製品全高の比 
※その他詳細については、報告書をご参照下さい。 

  20t台車 30t台車 20t台車 30t台車 20t台車 

 側方空間 
400㎜以上 400㎜以上 200㎜以上 200㎜以上 600㎜以上 

 （土留壁等側方の障害物までの間隔） 

 上方空間 
200㎜以上 200㎜以上 200㎜以上 200㎜以上 

200㎜以上 

 （切梁等上方の障害物までの間隔）     （施工時） 

 勾配15％以下 10ｔ以下 15ｔ以下 10ｔ以下 15ｔ以下 ― 

 勾配10％以下 15ｔ以下 25ｔ以下 15ｔ以下 25ｔ以下 ― 

 勾配5％以下 20ｔ以下 30ｔ以下 20ｔ以下 30ｔ以下 20ｔ以下 

 勾配2％を超える（勾配走行） 3m/min以下 3m/min以下 3m/min以下 3m/min以下 3m/min以下 

 　　　　　　　　ｂ/h※≧0.4 10m/min以下 10m/min以下 10m/min以下 10m/min以下 10m/min以下 

　（平坦地走行）　　 ｂ/h※＜0.4 7.5m/min以下 7.5m/min以下 7.5m/min以下 7.5m/min以下 7.5m/min以下  

 内側レール最小半径 9ｍ 9ｍ 9ｍ 9ｍ 9ｍ 

 落差高 ― ― ― ― 300㎜以下 

 Ａ工法 Ｂ工法 落差工法 
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勾配2％未満 




